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 本論文の目的は、わが国の監査報酬決定に枠組みを設け、統計的
手法による実態の分析を踏まえて、新たな論理的土台を築く事にあ















































上の開示すべき重要な不備の開示、以下 GC と MW の開示 )が如何
であるかにより、サンプルを「継続」、「回復」、「新規」の３種類に
分割した。「継続」とは同様の監査判断を 2 期間継続して行ったサン
プルを指す。「回復」とは前期に監査判断により GC 又は MW の開
示を行い、当期にその情報開示を行わなかったサンプルを指す。「新

















は否定できない。また，第 2 の分析として，Hammersley et  al .(2012)
をもとに監査報酬の変化額の「回復」サンプルと「連続」サンプル
の比較を行った。しかし，有意な結果は得られなかった。  






















 以上の 3 点の分析から以下の示唆が得られる。  






判断に伴うリスクが押し上げている。しかしながら、GC や MW の
開示は監査人をリスクから開放している可能性も考えうる。Simunic
の論理に従えば、条件付き監査意見や意見不表明は監査人のリスク
の負担割合を低減させる。  
 第二に、監査を巡る環境は変遷を遂げており、監査と直接的なつ
ながりはなくとも、経営の統率性の欠如が見られる企業の監査報酬
は有意に高い水準となっている。また、財務上のリスクが低いにも
関わらず、経営統率性の欠如が監査報酬を押し上げているとの証拠
は、不正リスク対応基準等の公表に踏み切った基準設定主体の意図
する方向と同様に、監査報酬のリスク調整行動によってより丹念に
監査手続を実行しているとの予測を可能にする。  
 本論文は、数式を用いて上記の状況を監査報酬決定に結びつけた。
新たな情報開示の制度が監査手続量を増大させ、かつその開示は監
査人のリスクの負担を軽減する事を示し、監査報酬の決定の枠組み
を一新した。課題として、どの時点の判断が監査報酬に織り込まれ
るのかを特定する事が挙げられる。しかし、概念として情報の織り
込みを示す事は難しい。新たな研究手法も含め検討が必要となろう。
より精緻にモデル構築を行う必要が有る。  
 
 
 
 
 
